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決算行政監視／議院運営／懲罰／拉致問題／震災復興／情報監視 
法制に関する予備的調査の事務 等  

政治倫理･選挙／国家基本政策／憲法 

秘書事務／人事･予算･会計･福利厚生その他局内の庶務に関する事務／
衆議院法制局の保有する個人情報の保護に関する事務 

立法例の調査･法令台帳の整備その他法制に関する資料の収集･整理･
調製に関する事務／情報の電子計算機による処理に関する事務  

内閣／安全保障／沖縄及び北方問題／消費者問題 

総務／地方創生 

法務 

財務金融／予算 

外務／文部科学／科学技術 

農林水産 

経済産業／環境／原子力 

国土交通／災害対策 

厚生労働（労働行政に係るもの） 

厚生労働（厚生行政に係るもの） 
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 衆議院法制局の機構図 

重要な法律問題に関する事務 

 衆議院法制局は､議員立法の立案を担う｢立案部門｣と､組織を支える｢総務部門｣から構成されています｡定員

は86名です｡ 

 一般職として採用された職員は､主に総務部門である総務課･調査課の事務に従事することになります｡ 

法
制
次
長 

衆
議
院
議
長 

法
制
局
長 

監
督 

法制に関する立案に係る例規の調査･研究に関する事務／法制主幹から特に命ぜられ

た事項に関する事務 

  

 法制例規室 

・AV出演被害防止･救済法(令和4年) 

・こ ど も 基 本 法 ( 令 和 4 年 )  

・わいせつ教員対策法(令和３年）  

・労働者協同組合法(令和２年）  

・愛玩動物看護師法(令和元年）  

・成年後見制度利用促進法(平成28年) 

・公認心理師法(平成27年)  

・国土強靱化基本法(平成25年)  

・東日本大震災復興基本法(平成23年) 

・宇 宙 基 本 法 ( 平 成 2 0 年 )  

・憲法改正国民投票法(平成19年) 

・犯罪被害者等基本法(平成16年) 

・あっせん利得処罰法(平成12年) 

・児童虐待防止法(平成12年)  

・国家公務員倫理法(平成11年) 

・ＰＦＩ法(平成11年)  

・ＮＰＯ法(平成10年)  

・臓器移植法(平成9年)  

・国会議員資産公開法(平成4年) 

  議員立法で制定された主な法律（衆議院議員提出､平成以降） 

※名称は一部通称 
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